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第１章 計画策定の基本的な考え方 
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１ 計画策定の趣旨 

 本市では、平成 23 年４月に将来を見据えた教育理念のもと、山武市教育の普遍的な羅針

盤として将来を指し示す第１期山武市教育振興基本計画（以下「第１期計画」という。）

を策定しました。この計画では、幼少期から人としての生き方や夢について考えることに

より、自らの人生を充実したものとし、公共の精神を自覚すること、また、社会に自立的

に参画し、相互に支え合いながら、社会の一員として社会づくりや地域づくりに貢献でき

る、温かで逞しい力を養うことを山武市教育の基本と考え、これらを実現する重点的な施

策を盛り込み、取り組んでまいりました。 

 この間、本市においては、まちづくりの指針である第２次山武市総合計画も策定されま

した。そこで、第 1 期計画策定後 10 年が経過し、本市を取り巻く環境の変化を踏まえ、第

１期計画の成果を継承しつつ、これからの６年間で重点的に取り組む施策・取組を示した、

第２期山武市教育振興基本計画（以下「第２期計画」という。）を策定することとしまし

た。 

 

２ 計画の性格 

 この計画は、教育基本法第 17 条第２項に規定される「地方公共団体が策定する教育の振

興のための施策に関する基本的な計画」として策定するものです。 

さらに、市の政策の基本的な方向性を総合的・体系的にまとめた、市政全般に関する最

上位の総合的な計画「第２次山武市総合計画」の下での教育に係る個別計画としての性格

を有するものです。 

また、山武市総合計画で用いている「成果指標によるめざす姿の見える化」の考え方を

本計画にも取り入れます。併せて、教育点検評価においても、成果指標によるわかりやす

い進捗管理をめざします。 

 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
２
次
山
武
市
総
合
計
画 

政策１ 暮らしを支える快適なまちづくり 

政策２ 住みやすい環境と安全なまちづくり 

政策３ にぎわい豊かな暮らしを創出するま

ちづくり 

政策４ だれもが生きがいを持って安心して

暮らせるまちづくり 

政策５ 生涯を通じて人と人とがふれあい共

に学びあえるまちづくり 

政策６ 市民と行政が協働してつくるまちづく

り 

 

第

２

期

山

武

市

教

育

振

興

基

本

計

画 

施策１ 学校教育の充実 

施策２ 生涯学習の推進 

施策３ スポーツの振興 

施策４ 子育ての支援 

  

【山武市教育振興基本計画の位置づけ】 
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３ 計画の構成 

本計画は、本市の教育に関する中期的指針を示すものです。その中期的指針を実現する

ための手段として、各種事務事業を展開します。 

第２期計画を実現するための手段である事務事業は、ＰＤＣＡ（ＰＬＡＮ＝計画、ＤＯ

＝実行、ＣＨＥＣＫ＝評価、ＡＣＴ＝改善）のマネジメントサイクルに基づき、毎年度見

直しを行います(山武市が取り組んでいる行政評価システムに準拠します)。その主たる事

業をまとめた「山武市教育振興基本計画＜実施計画編＞」を別に作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

本計画は、令和３年度（2021 年度）から令和８年度（2026 年度）までの６年間とします。 

なお、総合計画と連携した計画と位置付けており、次期市総合計画の計画期間と見込ま

れる期間（2023～2026 年度）に策定期間を合わせ、令和４年度（2022 年度）に一部改訂を

予定します。 

また、国及び県の計画改定、社会情勢の変化や事業の進捗状況等を勘案し、必要に応じ

て見直しを図ります。 

 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度以降 

 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 

総合計画 
第 2次 

総合計画期間 

次期 

総合計画期間（見込）   

次々期 

総合計画期間 

山武市教育振興基本

計画 ＜本編＞ 
第２期山武市教育振興基本計画           

第３期山武市教

育振興基本計画 

山武市教育振興基本

計画 ＜実施計画＞ 
必要に応じて、毎年見直し（事業の加除等） 

必要に応じて、毎

年見直し（事業

の加除等） 

 

 山武市教育振興基本計画＜本編＞ 

◇教育の目指す姿 

◇施策体系と取組方向性 

◇計画の推進にあたって 

 山武市教育振興基本計画＜実施計画編＞ 

 

◇具体的な事務事業や取組 

  （目的、手段、指標、事業費） 

手段 
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第２章 山武市教育の目指す姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

 

１ 山武市教育をめぐる現状と課題 

高度情報化の進展や経済社会のグローバル化などは、私たちの将来に多くの夢や可能性

を期待させます。その反面、急速な少子高齢化の進行や地球温暖化を始めとする環境問題、

新型コロナウイルス感染症対策など、未だ経験したことのないような課題が様々に発生し、

将来を長期的に展望することがきわめて難しい状況となっています。 

こうした不確実性の社会において、なによりも大切でしっかりとしていなければならな

いものは教育です。教育の振興のもとに、一個人の人間としてしっかり生き抜くことがで

きる人格の形成と、未来を切り拓き社会を形成し発展させる能力や態度の育成が必要です。

そのためには幼少期から青年期にかけて、他人を思いやる心や感動する心などの「豊かな

人間性」、たくましく生きるための「健康や体力」、自ら学び自ら考える力等の「確かな

学力」などの「生きる力」を培うことが求められます。 

こうした中、青年期から老年期にかけては、人生に喜びを見出し、人生を楽しむことが

できるよう、いつでもどこでも気軽に学習、郷土の歴史、文化やスポーツに親しめるよう

な環境づくりが必要となっています。このようなライフステージを通じて学びの場が提供

できるように様々な教育環境を整えることが課題として挙げられます。 

学校教育においては、ＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴ環境の整備が加速度的に進

行し、効果的な活用や更なる教育の充実を図る必要が生じています。 

また、施設面では、令和２年 11 月に策定した「山武市教育委員会が所管する社会教育施

設等のあり方について」の方向性に基づき施設の維持・統合・廃止・拡充・連携等につい

て多角的視点から検討し、山武市が誇る魅力あふれる社会教育の発信拠点施設となるよう

推進していく必要があります。 

今後更に、教育を支える学校、家庭、地域、行政、企業など社会の構成員の連携協力が

求められます。それぞれが、それぞれの立場で、個性を活かしながらその役割、強みを自

認し、本市の教育の推進のため、しっかり手を携えていく必要があります。 

 

 

 

２ 教育理念 

 

 

 

学びの感動と、人を思いやる心を育み 

           未来をたくましく切り拓く自立した人づくり 
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３ 基本方針 

方針１“幼少期から少年期まで切れ目のない一貫した人づくり” 

幼少期から少年期までの教育を重視し、学力・体力の向上と共に、生きる力の基礎づく

りから、幼少期から確かな学力の向上と活きた学力を身につけるため、教科の特性を踏ま

えた児童・生徒に応じた授業が受けられるようにします。 

健やかな体の育成や豊かな心を育み、心身共に健康で、自ら律しつつ相手を思いやる心

を持つ児童・生徒を育成します。 

さらに、安全・安心な教育環境を整備し、教育の質の向上を図ります。 

 

方針２“未来をたくましく切り拓く自立した人づくり” 

全ての子どもが社会で自立して生きていけるよう、知・徳・体の調和のとれた人間性を

養い、夢をもち生きる力を発揮して未来をたくましく切り拓く人づくりを目指します。 

また、個人一人の個性を大切にし、人権を侵害する虐待、暴力、差別及び偏見をなくす

ため、人権教育・人権啓発・いじめ防止対策に力を注ぎ、人権が尊重され人権を侵害しな

い教育を進めます。 

 

方針３“郷土愛を育み、地域を支える人づくり” 

「地域づくりは人づくり」と考え、地域と学校の協力体制を推進し、地域人材を活用し

た学校と地域の協働により子ども達を育むことで、学校・家庭・地域が連携した地域を支

える人づくりを目指します。 

また、住み慣れた地域で自主的に社会活動に参加し、人と人との絆を大切にし、互いに

支え合うことで、地域に誇りを抱く郷土愛を育みます。 

 

方針４“情報化・グローバル社会で活躍できる人づくり” 

子ども達が ICT を取り入れた教育環境の中で学び社会で活躍できるように、ICT 化の進

展に合わせた充実を図り、情報教育を推進します。 

また、社会の急速なグローバル化の進展の中で、自国文化の理解とともに、異文化理解

力・英語等の語学力・コミュニケーション能力の向上を図り、創造性、協働性、チャレン

ジ精神、リーダーシップを身に付けた、グローバル社会で活躍できる国際人の育成に努め

ます。 

 

方針５“芸術・文化・スポーツ活動を通じた心身共に豊かな人づくり” 

市民が芸術文化に親しみ心豊かな潤いのある生活を送ることができるように、芸術文化

の鑑賞・活動・発表等の機会を増やし、より多くの市民がスポーツに親しむことができる

ようにします。 

自主的な学習を推進するため、多くの市民に利用される生涯学習施設の利用促進を図り、

自主的・創造的な学習意欲を高め、主体的な学習活動が活発化するように努めます。 
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教育理念 

 

１．｢確かな学力｣の向上と｢活
きた学力｣の推進 

 
２．「健やかな体」の育成 
 
３．「豊かな心」を育む 
 
４．ICT 教育の実践 
 
５．教育環境の整備 
 
６．地域と学校の協力体制の
推進 

 

１．主体的な学習の推進 
 
２．生涯学習施設の利用促進 
 
３．文化財の保護・活用 
 
４．芸術文化活動の充実 
 
５．青少年の育成 
 

●教育理念を推進する方針（5） ●施策（4）及び基本事業（17） 

 

■学校教育の充実 

■生涯学習の推進 

■子育ての支援 

■スポーツの振興 

学
び
の
感
動
と
、
人
を
思
い
や
る
心
を
育
み 

未
来
を
た
く
ま
し
く
切
り
拓
く
自
立
し
た
人
づ
く
り 

４ 情報化・グローバル社会で活
躍できる人づくり 

１ 幼少期から少年期まで切れ目
のない一貫した人づくり 

２ 未来をたくましく切り拓く自
立した人づくり 

 

 

 

 

５ 芸術・文化・スポーツ活動を
通じた心身共に豊かな人づくり 

１．スポーツ活動の充実 
 
２．体育関係団体・指導者の
育成 

 
３．体育施設の利用促進 
 

１．幼保機能の充実 
 
２．こどもの人権の尊重 
 
３．学童保育の充実 
 

３ 郷土愛を育み、地域を支える
人づくり 
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第３章 施策体系と取組方向性 
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山武市教育振興基本計画 施策体系一覧 

山武市教育振興基本計画は、第 2 次山武市総合計画の 4 施策から構成します。なお、子

育て支援の施策については、教育委員会が所管する分野のみを抜粋しています。 

 

 

施策名 基本事業名 

第 2次 

山武市総合計画 

での位置づけ 

1 
学校教育の 

充実 

1 ｢確かな学力｣の向上と｢活きた学力｣の推進 

政策 05-施策 01 

2 「健やかな体」の育成 

3 「豊かな心」を育む 

4 ICT教育の実践 

5 教育環境の整備 

6 地域と学校の協力体制の推進 

2 
生涯学習の 

推進 

1 主体的な学習の推進 

政策 05-施策 02 

2 生涯学習施設の利用促進 

3 文化財の保護・活用 

4 芸術文化活動の充実 

5 青少年の育成 

3 
スポーツの 

振興 

1 スポーツ活動の充実 

政策 05-施策 03 2 体育関係団体・指導者の育成 

3 体育施設の利用促進 

４ 
子育ての 

支援 

1 幼保機能の充実 

政策 04-施策 04 2 こどもの人権の尊重 

3 学童保育の充実 

 

※① 施策及び基本事業の成果指標現状値は、令和元年度の値です。 

※② 「令和４年度めざそう値」は、総合計画改定に合わせ令和５年度に再設定します。 
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【施策１】学校教育の充実 

 

 

 

学校生活に満足している児童・生徒が増加します。 

 

 

 

 

 

  
 

 少子化により児童・生徒数は今後も減少

が見込まれます。「山武市立小中学校の

規模適正化・適正配置基本計画」に基づ

き、小学校の複式学級及び中学校の単学

級の解消を図ります。 

 近年の教育課題として、経済格差から子

どもの学ぶ意欲や学力の低下、規範意識

や倫理観の欠如等、社会を構成する一員

としての責任の自覚や正義感の乏しさ等

が懸念されています。 

 確かな学力の向上を図るため、個に応じた

少人数指導の充実による指導方法の工夫改

善を図る必要があります。 

 児童・生徒一人ひとりのニーズに対応する

ために、支援員の配置等の人的支援を含め

た具体的な対応策を講じる必要があります。 

 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向

け、授業においてＩＣＴ機器の有効活用を図る必要があります。 

 社会全体で子どもたちを守り育むため、学校・家庭・地域が協働できる体制づくりを推進する必要

があります。 

 

 

 施策の

成果指標 

 施策の

基本方針

（環境変

化と課

題） 

 施策の

めざす姿 

指標名 
現状値 

（令和元年度） 
令和 5 年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

学校生活に満足している 

児童の割合 
92.5％  

 

95.2％ 

  
児童・生徒の学校生活に対する

満足度の維持向上を目指しま

す。 学校生活に満足している 

生徒の割合 
89.2％  95.0％  

 

□ 施策のめざす姿 

□ 施策の成果指標 

□ 施策の基本方針（環境変化と課題） 
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 基本事業１．｢確かな学力｣の向上と｢活きた学力｣の推進                  

＜目指す姿＞ 

教科の特性を踏まえた個に応じた授業により学力の向上が図られます。  

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5 年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

学力の向上が見られる児童の割合 
59.7％ 

（平成 30年度） 
60.0％  児童・生徒一人ひとりのニーズに

対応した、学習環境を整え、学
力の向上を目指します。 

学力の向上が見られる生徒の割合 
51.5％ 

（平成 30年度）

度） 

56.0％  

中学校卒業時に英語検定 3級以

上を取得している生徒の割合 
35.0％ 50.0％  

英語検定の受検料等の補助を
通じて、中学３年生の３級以
上の取得を目指します。 

※「学力の向上が見られる児童の割合」及び「学力の向上が見られる生徒の割合」の現状

値は、新型コロナウイルス感染症予防による臨時休校に伴い県標準学力検査が中止となり

指標を取得することができなかったため、平成 30年度の現状値を使用しています。 

 

＜現状と課題＞ 

○こども園・幼稚園と小学校とのなめらかな接続を図るため、幼保小職員が連携した情報

交換会や相互の授業参観を実施しています。また、小学校のスタートカリキュラムの内

容を踏まえ、こども園・幼稚園では、入学時からの小学校生活が円滑に行われるよう、

５歳児後半期の活動として、アプローチカリキュラムを作成し、実践しています。 

○教員の世代交代が進み、昨今は、経験豊富な教員が大量に退職しています。 

○全国学力学習状況調査の結果では、学力が全国及び県平均を下回っています。 

○学力の向上を図るために、基礎的・基本的な知識・技能を確実に習得できるように、少

人数指導講師の増員を図るなど、子ども一人ひとりにきめ細かく指導できる体制づくりを

進める必要があります。 

○若手教員が中堅・ベテラン教員から指導ノウハウを継承できる校内での授業研究などの

充実が必要です。 

○学校支援センターと連携し、学力向上に特化した「ティーム・ティーチング」及び「若

年層教員の指導力向上につながる支援」を推進する必要があります。 

 ○学力と学習意欲の向上を図るために、児童生徒の実態を把握し、言語活動を取り入れた

指導方法の工夫・改善を図るなど教員の指導力向上等の研修を充実させる必要があります。 

○学力向上推進校での実践研究の成果を市内各学校へ発信し、研究成果を広めていく必要

があります。 

○支援が必要な園児、児童生徒が増加傾向にあります。個別の支援計画を作成・活用し、

幼保・小・中が連携した支援を行っていくとともに、各園・学校の実態等に沿った人材を

確保する必要があります。 

  

 

 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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＜取組方向性＞ 

 方向性①［確かな学力を身に付ける学習指導の推進］ ~子ども教育課、子育て支援課～ 

ア）小中学校における学習指導の改善を支援します。 

イ）幼保・小、小・中の連携を推進します。 

ウ）立腰教育※1を推進します。 
※1立腰教育：教育学者である森信三が提唱した教育。腰の構えを作ることによって、体を強く 

するばかりではなく、学びの質を高め、心を育てることにも繋がるというもの。 

 

 方向性②［個に応じたきめ細やかな学習指導の推進］ ~子ども教育課～ 

ア）子どもの実態を把握した指導の充実を図ります。 

 

 方向性③［新しい教育課題への対応］ ~子ども教育課～ 

ア）福祉教育を推進します。 

イ）環境教育を推進します。 

ウ）感染症拡大防止対策における「学校の新しい様式」づくりを推進します。 

 

 方向性④［国際教育の推進］ ~子ども教育課～ 

ア）異文化理解やコミュニケーション能力の育成など、国際教育、外国語（英語）教育

の充実を図ります。 

 

 方向性⑤［特別支援教育の充実］ ~子ども教育課～ 

ア）就学相談の充実を図ります。 

イ）「通級指導教室」による指導の充実を図ります。 

ウ）特別な支援が必要な児童生徒への支援を充実します。 

エ）教職員や支援員対象の研修を充実します。 

 

 方向性⑥［教職員等の資質能力の向上・校務の効率化］ ~子ども教育課～ 

ア）千葉県標準学力検査や全国学力学習状況調査の現状を把握・認識し、児童生徒の学 

力向上のため、職能・分野別の研修の充実を図ります。 

イ）適正な人事評価を推進します。 

ウ）校務支援システムを効果的に活用します。 
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 基本事業 2．「健やかな体」の育成                                  

＜目指す姿＞ 

健康な体がつくられます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

生活習慣の改善に努めた生徒の割

合 
28.7％ 30.0％  

健康診断で要指導等と判定さ
れた生徒に対し、改善を促すこ
とで、健康な体づくりの向上を目
指します。 

朝食を毎日食べている児童・生徒の

割合 
78.5％ 85.0％  

食育の推進に努め、家庭と連
携し、朝食の摂取率の向上を
目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○子どものソーシャルスキルの育成には身体活動とスポーツが有効であるなど、健康や体

力は「生きる力」の基本であり、子どもたちに「健やかな体」を育むことが大切です。 

○体力の低下や肥満の問題があります。特に中学校においては、運動する子としない子の

差が拡大しています。 

○「朝食を毎日食べている児童・生徒の割合」は、平成 30 年度と比べ、令和元年度は、全

国・県においては上昇していますが、本市においては低下しています。 

○生涯を通してスポーツに親しむための土台づくりである学校体育の更なる充実が求めら

れます。 

○学校における食育の指導体制と指導内容の充実、学校給食を通じた食育の充実が必要で

す。 

○子どもたちが生涯にわたり心も体も健康な生活をおくることができるよう保護者とも連

携を取りながら生活習慣の見直しを図っていくことが求められます。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［体力づくりの推進］ ~子ども教育課～ 

ア）体力向上推進校の指定により指導法の改善を図ります。 

イ）市小学校体育行事(陸上・球技)を共催します。 

ウ）体力・運動能力調査を活用します。(実態把握、学校支援) 

 

 方向性②［望ましい生活習慣づくりの推進］ ~子ども教育課～ 

ア）生活習慣病予防対策を推進します。 

イ）歯科衛生を推進します。 

 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 方向性③［食に関する指導の推進］ ~子ども教育課、給食センター～ 

ア）学校教育全体を通じた食育を推進します。 

イ）栄養教職員による指導を推進します。 

ウ）地産地消食材(地元食材)を使用した給食を推進します。 

 

 方向性④［部活動支援］ ~子ども教育課～ 

ア）大会への選手派遣を支援します。 

イ）学校ボランティア (外部コーチ等)の活動を支援します。 

 

方向性⑤［学校と家庭の連携による健康な体の育成］ ~子ども教育課～ 

ア）学校広報紙を活用します。 

イ）PTAの集会等を積極的に活用します。 
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 基本事業 3．「豊かな心」を育む                                    

＜目指す姿＞ 

自ら律しつつ、相手を思いやる心を持つ児童・生徒が増加します。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

不登校児童の割合 0.51％ 0.45％  魅力ある学校づくりに努め不登
校児童・生徒の出現率の減少
を目指します。 不登校生徒の割合 4.2％ 3.73％  

道徳性、規律性がある児童・生徒の

割合 
93.7％ 97.0％  

「特別な教科道徳」を充実さ
せ、道徳性・規律性の意識の
向上を目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○教育委員会では、「山武市いじめ防止基本方針」に基づき、「いじめはどの子ども、どの

学校にも起こり得るものである。」という認識をもち、また、「人間として絶対に許され

ない卑怯な行為である。」ということを自覚し、危機意識をもっていじめの防止と対策に

取り組んでいます。 

○山武市の不登校児童生徒数及び長期欠席児童生徒数は増加傾向にあり、出現率については

県全体の出現率を上回っています。 

○子どもの健やかな成長のためには、豊かな心を育むことが不可欠であり、豊かな情操規範

意識、自己肯定感・自己有用感等を育成するための教育を推進することが必要です。 

○いじめの早期発見・早期対応のための組織的な対応、教育相談体制の充実、外部機関との

連携強化が必要です。 

○いじめや不登校など支援を必要とする児童生徒に対し、心の教室相談員、スクールカウン

セラーやソーシャルワーカーを活用した教育相談活動の更なる充実が必要です。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［実のある体験活動の推進］ ~子ども教育課・子育て支援課～ 

ア）市内全こども園・幼稚園・小中学校の地域人材の活用を支援します。 

 

 方向性②［感謝の気持ち・郷土愛の育成］ ~子ども教育課～ 

ア）道徳教育の充実を図り、国や郷土を愛するとともに規範意識を涵養(かんよう)しま 

す。 

イ）市内全こども園・幼稚園・小中学校であいさつ運動を推進します。 

ウ）立腰教育を推進します。（再掲） 

エ）人権教育を関係課と連携して推進します。 

オ）社会科副読本「わたしたちの山武市」で、地域の歴史と偉人について学びます。 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 方向性③［未来への夢や希望を持ち、前向きに生きる意欲の育成］ ~子ども教育課～ 

ア）地域と連携したキャリア教育を推進します。 

イ）音楽表現や鑑賞を通して豊かな情操を養います。 

ウ）学校図書館の整備・活用を図ります。 

エ）市共通ダンスの普及を図ります。 

 

 方向性④［不登校等の生徒指導上の課題への対応・いじめ防止対策・児童虐待防止対策］ ~子ども教育課～ 

ア）教育相談活動の充実を図ります。 

イ）生徒指導の充実を図ります。 

ウ）情報モラル教育の充実を図ります。 

エ）人権教育を関係課と連携して推進します。（再掲） 

 

 方向性⑤［学校と家庭・地域との連携を図る啓発活動］ ~子ども教育課～ 

ア）学校情報を積極的に発信します。 

イ）PTAの集会等を積極的に活用します。（再掲） 
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 基本事業 4．ICT教育の実践                                     

＜目指す姿＞ 

ICT教育の実践や情報化に取り組むことで、教育の質の向上が図られます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

ICT機器の活用により学習意欲に向

上が見られた児童の割合 
50.5％ 60.0％  ICT機器を活用した授業を推

進することで、学習意欲の向上
を目指します。 ICT機器の活用により学習意欲に向

上が見られた生徒の割合 
38.1％ 50.0％  

授業に ICT機器を積極的に活用し

た教職員の割合 
46.9％ 70.0％  

半数以上の教員が週１回以
上 ICT を使用することを目指し
ます。 

 

＜現状と課題＞ 

○急速な情報化の進展により、子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、児童生徒の情

報活用能力育成の必要性がますます高まっています。 

○令和２年度にすべての児童・生徒一人一台の情報端末の整備、学習支援ソフトの導入を

行うとともに高速通信ネットワーク環境などを整備しました。 

○校務支援システムを導入し、教職員の業務負担軽減を図っています。 

○児童生徒の情報活用能力の育成やコンピュータや情報通信ネットワーク、オンライン授

業などの情報手段を適切に活用した学習活動の充実を図る必要があります。 

○整備した情報端末やソフトを活用することができるよう教員のスキルアップが求められ

ています。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［教育の情報化への対応］ ~子ども教育課～ 

ア） ICT機器の活用を推進します。 

イ） １人１台端末を積極的かつ効果的な活用を推進します。 

 

 方向性②［教職員等の情報活用能力の向上］ ~子ども教育課～ 

ア） ICT機器を積極的に授業に活用します。 

イ） 校務支援システムを効果的に活用します。 

 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 5．教育環境の整備                                     

＜目指す姿＞ 

豊かな学校生活を送るための安全・安心な教育環境・施設になっています。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

学校施設・給食施設の不具合による

学校生活支障件数 
0件 0件  

事故を発生させないことを目指
します。 

複式学級（小学校）及び単学級

（中学校）の出現数 
1校 0校  

児童・生徒の減少に対応した教
育環境の整備を推進することに
より、成果の向上を目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○教育委員会では、平成 18 年度から校舎等の建物の耐震化工事を行い、すべての学校が耐

震補強された建物となっています。 

○平成 28 年度から普通教室にエアコンを設置するなど安全で快適な学校施設となるよう整

備を進めてきました。 

○小中学校トイレの床を湿式から乾式に、便器を洋式に改修しています。 

○市内小中学校の児童生徒数・学級数は年々減少し、多くの小中学校では「学校の小規模

化」が進み、教育活動や学校運営等に影響を及ぼすことが懸念されています。 

○平成 31 年４月、山武市立松尾小学校（松尾小学校と豊岡小学校の統合校）及び山武市立

山武中学校（山武中学校と山武南中学校の統合校）が開校しました。 

○令和３年４月、日向小学校と山武西小学校が統合し新日向小学校が開校します。 

○令和４年４月、蓮沼中学校と松尾中学校が統合し新しい中学校が開校します。 

○適正な教育環境を維持するため、緊急性等を考慮しながら順次整備する必要があります。 

○基本計画（前期計画）の推進にあたり、統合年度が定まっていない学校（組み合わせ）

について総合教育会議での協議・調整結果を踏まえ、検討する必要があります。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［快適な教育環境への改修・整備］ ~施設整備課～ 

ア）教育環境の向上に係る工事等を実施します。 

 

 方向性②［安全で安心な学校環境づくり］ ~子ども教育課～ 

ア）安全確保に関する取組を推進します。 

イ）家庭・地域と連携した取組を推進します。 

ウ）安全な通学路の整備に関する取組を推進します。 

 

 方向性③［防災体制の強化］ ~教育総務課～ 

ア）震災及び台風等の被害教訓を踏まえ、防災体制を強化します。 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 方向性④［学校の統廃合］ ~教育総務課～ 

ア）新たな学校へ円滑に移行できるよう、開校に向けて準備を進めます。 
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 基本事業 6．地域と学校の協力体制の推進                              

＜目指す姿＞ 

地域の人材力を活用し、学校と地域の協働で子どもたちを育みます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

学校教育活動に協力した市民数 503人 600人  
地域の人材を活用し、学校教
育活動の充実に努めます。 

コミュニティ・スクール導入学校数 2校 5校  
統合校にコミュニティ・スクールを
設置していきます。 

 

＜現状と課題＞ 

○学校の信頼づくりの一環として、学校評価や学校評議員制度、コミュニティ・スクール

制度を活用して保護者や地域の声を取り入れています。 

○地域の住民が持つ知識や技術、経験を生かした体験学習の場の提供を行っています。 

○学校関係者評価及び外部評価をもとに、学校が保護者や地域住民の信頼にこたえられる

ように、より一層の連携を深めることが必要です。 

○すべての学校でコミュニティ・スクールの導入を促進し、学校運営に家庭・地域も積極

的に参画できる仕組みを構築することが必要です。 

○支援ボランティアや運営の中心となるコーディネーター等、地域教育活動を担う人材の

確保が必要です。 

○放課後子ども教室開催校が、円滑に事業ができるよう環境整備を行う必要があります。

また、放課後子ども教室開催校拡充を図るため、未設置校に対する相談等の支援が必要

です。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［特色ある学校づくりの推進］ ~子ども教育課～ 

ア）コミュニティ・スクール制度を活用するなどし、学校経営の充実と改善を図ります。 

 

 方向性②［家庭・地域との連携の促進］ ~子ども教育課～ 

ア）家庭や地域の意見等を学校経営に積極的に取り入れます。 

イ）要望等に対して適切に対処します。 

 

 方向性③［開かれた学校づくりの推進］ ~子ども教育課～ 

ア）情報を積極的に発信します。 

 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 



23 

 

方向性④［家庭教育力の向上］ ~子ども教育課～ 

ア）家庭教育事業への参加促進を図ることで、家庭の教育機能の回復と向上に努めます。 

イ）子育てに関する相談事業の充実を図り、家庭教育の支援に努めます。 

 

方向性⑤［教育の機会均等の支援］ ~教育総務課～ 

ア）教育の機会均等を図るため、大学生への経済的支援を推進します。 

 

 方向性⑥［地域人材活用教育支援プラットフォーム］ ~子ども教育課～ 

ア）教育の基盤整備を図るため、学校支援センター事業を推進します。 

 

方向性⑦［地域教育力の向上］ ~子ども教育課 生涯学習課～ 

ア）地域の人々の協力を得て「生きる力」を育む体験学習等の支援と拡充に努めます。 
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【施策２】生涯学習の推進 

 

 

 

生涯学習の環境が整い、学習の機会が増加することで、市民の学習への取組 
が活発化し、自己実現が図られます。 

 

 

 

 

 

  
 

 市民の学習ニーズの多様化・高度化が進

んでおり、これらのニーズに対応した講

座の充実が求められています。 

 生涯学習施設利用者の高齢化・固定化が

進んでいます。新たなニーズを模索し市

民誰もが参加しやすい学習・文化事業の

展開が必要です。また、各施設について

は老朽化が進行しており、公共施設等総

合管理計画・個別施設計画に基づく、施

設の適正配置及び維持管理が必要となっ

ています。 

 市内には国が指定する 2 件の文化財のほ

か、県 12 件、市 90 件の指定文化財があ

ります。これらを周知・活用した学習機

会を増やすことで、郷土愛の醸成につな

げます。 

 芸術文化への関心が高まり、活動への新

規参加者は増加傾向にあります。一方で、

郷土芸能活動をはじめとする伝統文化等の継承・保存は担い手不足等により困難になって

います。 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定を契機に、グローバル化が

急速に進んでいます。多文化交流・理解力・国際競争力が求められる中、広い視野を持つ

人材の育成が必要です。 

 

 施策の

基本方針

（環境変

化と課

題） 

 施策の

めざす姿 

 施策の

成果指標 
指標名 

現状値 

（令和元年度） 

Ｒ5 年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

生涯学習に取り組んでいる市民の

割合（全般的） 
25.7％  26.0％  

「一億総活躍社会」実現のた

め、個々の場面に適した生涯学

習に取り組む市民を増やしま

す。 

 

□ 施策のめざす姿 

□ 施策の成果指標 

□ 施策の基本方針（環境変化と課題） 
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 基本事業 1．主体的な学習の推進                                 

＜目指す姿＞ 

自主的・創造的な学習意欲が高まり、主体的な学習活動が活発化しています。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

市主催の生涯学習講座の年間参加

者数 
3,056人 2,000人 

市主催講座開催数の減少が見
込まれる中、市民ニーズをとらえ
た講座を開設し、生涯学習に
取り組むきっかけをつくります。 

自主クラブ登録数 120 グループ 127 グループ  

自主クラブ発足につながる、新た
な講座の開設・情報提供を行
い、主体的な学習活動の活発
化につなげます。 

 

＜現状と課題＞ 

○「人生 100 年時代」を見据え、社会の急激な変化の中、社会に出た後も学び続けること

により、新たに必要とされる知識や技能を身に付けていくことが重要です。 

○個人を高める学習行為だけでなく、住みよいまちづくりのための活動が日常的に行われ

るために、課題を認識し解決するための学習へのニーズが高まっています。 

○生涯にわたって自己に必要な学びと、その学びの結果が豊かな地域づくりにつながる生

涯学習社会の構築が必要です。 

○誰もが学ぶことができる機会の確保と情報を提供することにより、参加の促進を図るこ

とが必要です。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［生涯学習活動への参加促進］~生涯学習課~ 

ア）生涯学習への意識の高揚及び生涯学習事業への参加を促すような、市民が興味を抱く

魅力的な講座の開設に努めます。 

イ）ホームページやＳＮＳ等を通じて、講座の案内や取組みに関して周知を図ります。 

 

 方向性②［社会教育団体等への活動支援］ 

~生涯学習課、スポーツ振興課(運動公園管理事務所)～ 

ア）各種社会教育団体へ自主的活動への支援と連携を図り、活動の推進に努めます。 

イ）生涯学習施設を拠点とする市民・地域団体・NPOなどが、自発的に行う生涯学習活動

の支援に努めます。 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 2．生涯学習施設の利用促進                               

＜目指す姿＞ 

生涯学習施設が多くの市民に利用されています。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

生涯学習施設の利用者数 294,243人 294,300人 

市主催事業数の減少が見込ま
れる中、施設の適正管理等によ
る開館日数の確保などにより、
一人でも多くの人が生涯学習
活動をできるよう、活動の場の
確保に努めます。 

 

＜現状と課題＞ 

○市民ニーズに対応した学習機会の提供及び学習環境の整備を行っています。 

○図書館では、「山武市子どもの読書活動推進計画」に基づき、家庭・学校・図書館・地

域等が連携し、子どもの読書活動を推進しています。 

○市内に３館の図書館を有する利点を活かして、それぞれに特色を持った図書館運営を

行っています。 

○社会教育施設間の連携強化を図り学習機会の充実を図る必要があります。 

○施設の老朽化が進む中、効率的・効果的な維持管理や修繕を行う必要があります。 

○計画的な更新工事を行う必要があります。 

○社会教育施設の効率的な運営と改善が必要です。 

 

＜取組方向性＞  

 方向性①［生涯学習活動への参加促進］（再掲）~生涯学習課~ 

ア）生涯学習への意識の高揚及び生涯学習事業への参加を促すような、市民が興味を抱く

魅力的な講座の開設に努めます。 

イ）ホームページやＳＮＳ等を通じて、講座の案内や取組みに関して周知を図ります。 

                           

 方向性②［図書館利用の促進］ ~生涯学習課（図書館）～ 

ア）各館の特色を活かして市民サービスに努めます。 

イ）「山武市子どもの読書活動推進計画」に基づき、家庭・学校・図書館・地域等が連

携し、子どもの読書活動を推進します。 

 

方向性③［生涯学習施設の整備］  

~生涯学習課（公民館、歴史民俗資料館、図書館、文化会館、運動公園管理事務所）～ 

ア）利用者が安心して利用できる施設の保全に努めます。 

イ）施設の老朽化や活用状況を勘案しながら、施設の集約化や複合化を含め、効率的な

施設あり方を検討します。 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 3．文化財の保護・活用                                 

＜目指す姿＞ 

文化財の活用により、市民の文化財への関心が高まり、文化財が保護、継承されます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

市民が認識している市内文化財数 

（全 14 項目） 
9.42項目 9.50項目 

歴史講座等を開催し、市内に
ある国・県・市が指定する文化
財の周知に努めます。 

文化財を活用した事業・施設への参

加者・入館者数 
4,911人 

9,900人 

 

文化財・歴史資料の展示等に
工夫しつつ、体験事業の充実を
図り、利用者の拡大に努めま
す。 

 

＜現状と課題＞ 

○歴史や風土に恵まれた貴重な文化や芸能があります。 

○市内の郷土芸能に触れる機会として、郷土芸能振興大会を実施しています。 

○地域文化の担い手が不足し、継承が危ぶまれています。 

○地域文化を継承する後継者の育成が必要です。 

○市内各地区に所在する文化財の現況調査を行い、今後の保護・活用方法について検討す

る必要があります。 

○土地改良や河川改修など周辺環境の変化により、食虫植物群落の保全が危ぶまれていま

す。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［歴史資料の保存と活用］ ~生涯学習課（歴史民俗資料館）～ 

ア）山武市内に遺存する歴史資料の整理・保存、および地域に所縁のある歴史資料の収

集・展示活用に努めます。 

イ）郷土の偉人や特色ある地域ごとの生業・文化について調査・研究し、展示や教材と

して学ぶ機会を提供します。 

 方向性②［地域文化の保存・継承と活用］ ~生涯学習課～ 

ア）地域に残る伝統文化の保存・継承及び普及に努めます。 

 

 方向性③［指定文化財の保存と活用］ ~生涯学習課（歴史民俗資料館）～ 

ア）周辺環境の変化により、積極的な保護・増殖活動が必要とされる国指定天然記念物

「成東・東金食虫植物群落」について文化庁認可の「保存活用計画」を策定し、指

定当初の望ましい姿に整備するとともに、市民の憩い・児童生徒の自然観察の場と

しての活用を図ります。 

イ） 文化財の適切な保存と併せ、市民の学びや観光資源としての活用を図ります。 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 4．芸術文化活動の充実                                 

＜目指す姿＞ 

芸術文化の鑑賞・活動・発表等を通じて、芸術文化に親しみ心豊かな潤いのある生活を

送っています。 

芸術文化活動に参加できる体制が整っています。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

芸術文化の鑑賞の機会が充足して

いると思う市民の割合 
69.2％ 69.2％  

市主催事業数の減少が見込ま
れる中、事業一つ一つの質の向
上を図ることで、例年に近い充
足度の確保に努めます。 

市主催の芸術文化事業への参加者

数 
5,594人 5,600人  

市主催事業数の減少が見込ま
れる中、事業一つ一つの質の向
上を図ることで、例年同様の参
加者数の維持に努めます。 

芸術文化活動・発表等の機会が充

足していると思う市民の割合 
34.3％ 42.5％  

主催・共催事業等を通じて、芸
術文化活動・発表等の機会の
充実を図り、成果向上を目指し
ます。 

 

＜現状と課題＞ 

○文化会館等で様々な芸術・文化に触れられる機会を提供しています。 

○多くの方に音楽や芸術公演等の鑑賞及び参加や発表する機会の提供に努めています。 

○公民館の自主講座からクラブへ移行し、継続的な活動が行えるよう支援が求められてい

ます。 

○これまで、来館したことがない方々にも興味・関心を持ってもらえるよう、魅力ある公

演等に努めます。 

○市民自らが行う芸術文化活動への支援と活動の成果を発表する場の提供に努めます。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［文化会館自主事業の充実］ ~生涯学習課（文化会館）～ 

ア）多くの市民の方に音楽や芸術公演等の鑑賞及び参加や発表する機会の充実に努めま

す。 

 

 方向性②［芸術文化活動への支援］ ~生涯学習課（生涯学習係、公民館）、教育総務課～ 

ア）芸術文化関係団体及び市民自らが行う芸術文化活動を支援し、活動の成果を発表す

る場の提供に努めます。 

イ）芸術文化活動の振興と活性化を図るため、芸術文化活動に精励した方を顕彰します。 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 5．青少年の育成                                       

＜目指す姿＞ 

健全に育成され、様々な体験をして見聞を広めます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

青少年育成事業・体験学習への児

童・生徒参加者数 
3,168人 3,200人 

少子化が進行する中、行事等
の内容を工夫し、参加者の確
保に努めます。 

海外派遣事業応募者数 15人 28人 

グローバル社会が到来する中、
世界に目を向けた青少年の育
成に努めます。 

 

＜現状と課題＞ 

○市の人口減少が進む中、年少人口（0 歳から 14 歳まで）についても今後 5 年間で 18％程

度減少すると見込まれています。 

○地域の住民が持つ知識や技術・経験を生かした体験学習の場の提供を行っています。 

○地域に居住する外国人が増加するなど、地域のグローバル化が進展しています。 

○支援ボランティアや運営の中心となるコーディネーター等、地域教育活動を担う人材の

確保が必要です。 

○放課後子ども教室開催校が、円滑に事業ができるよう環境整備を行う必要があります。

また、放課後子ども教室開催校拡充を図るため、未設置校に対する相談等の支援が必要

です。 

○グローバル化を始めとした多様性社会に対応する人材の育成が必要です。 

 

＜取組方向性＞ 

方向性①［青少年健全育成活動の推進］ ~生涯学習課～ 

ア）地域の人々の協力を得た青少年健全育成事業を推進します。 

イ）青少年の健全育成を担う各種団体の活動を支援し、青少年の健全育成を推進します。 

 

方向性②［地域教育力の向上］（再掲） ~子ども教育課 生涯学習課～ 

ア）地域の人々の協力を得た「生きる力」を育む体験学習等の支援と拡充に努めます。 

 

 方向性③［グローバル人材の育成］ ~生涯学習課～ 

ア）青少年の海外派遣及び海外からの青少年受入等を通じて、広い視野を持ったグロー

バル人材の育成に努めます。 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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【施策３】スポーツの振興 

 

 

 

継続的にスポーツを行うことにより、心身ともに健康な生活を営むことがで 
きます。 

 

 

 

 

 

  
 

 高齢化社会の進行により、高齢者の健康

意識の高まりによる体力づくりやスポー

ツ活動への参加が年々増加傾向にあるた

め、状況に応じたプログラムの整備を行

うことで、子どもから高齢者までが、ス

ポーツを継続的に取り組むことができる

環境づくり（総合型地域スポーツクラブ

の設置）を推進します。 

 

 少子化に伴う少年スポーツ団体数の減少

や統合により、各種団体への登録人数が

減少している状況を踏まえ、子どもたち

の運動機会を増やすため、一般家庭等に

いながら利用できる公共スポーツ施設予

約システムの構築による利便性の向上を

図ります。 

 

 経年劣化により老朽化したスポーツ施設

の改修整備等を行い、多くの方が気持ち

よく利用できる環境づくりを図ります。

また、公共施設等総合管理計画・個別施 

  設計画に基づく、施設の適正配置及び維持 

  管理が必要となっています。 

 

 

 施策の

基本方針

（環境変

化と課

題） 

 施策の

めざす姿 

 施策の

成果指標 
指標名 

現状値 

（令和元年度） 

Ｒ5 年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

スポーツ活動に親しむ市民の割合 32.4％  34.4％  

スポーツイベントや教室等を通

じ、幅広い年齢の市民の健康意

識の高揚を図ります。 

 

□ 施策のめざす姿 

□ 施策の成果指標 

□ 施策の基本方針（環境変化と課題） 
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 基本事業 1．スポーツ活動の充実                                  

＜目指す姿＞ 

スポーツ活動に参加する機会が増え、より多くの市民がスポーツに親しむことができま

す。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

スポーツ大会・教室へ参加した市民

の割合 
10.1％ 14.6％  

情報発信を積極的に行い、成
果向上を目指します。 

スポーツ大会・教室の機会の充足度 69.0％ 70.0％ 
多様な参加ができる取組を推進
し、成果向上を目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○各種スポーツ関係団体と連携を図りながら、市民が自分の年齢や生活スタイルに合わせ

てスポーツに親しめるよう各種スポーツ教室や大会を開催しています。 

○健康・体力づくりに関しては、将来の介護予防や健康寿命の延伸、さらには障がいのあ

る人にも配慮したスポーツ環境の整備など、スポーツに対するニーズが多様化していま

す。 

○より多くの市民にスポーツへの関心や参加機会が高まる取り組みが必要です。 

○市民へスポーツの場や機会に関する情報の提供、スポーツによる健康への影響や効果の

積極的な発信により、誰もがスポーツに親しむことができる環境づくりを進めることが

求められます。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［健康体力づくり活動の充実］ ~スポーツ振興課、子ども教育課～ 

ア）スポーツ関係団体との連携を図りながら、すべての市民が年齢や生活スタイルに応

じて自発的に健康体力づくりに取り組めるよう、各種スポーツ大会や講習会を実施

します。 

イ）障がい者の参加機会の充実を図るため、関係部局と連携してボッチャやユニカール

等のニュースポーツを中心としたスポーツ事業を推進します。 

ウ）ホームページやＳＮＳ等を通じて、大会や講習会等に関して周知を図ります。 

 

 方向性②［競技力向上の促進］ ~スポーツ振興課、子ども教育課～ 

ア） 身体能力や技術力の向上を目的として、スポーツ協会などが実施している各種競技

大会やスポーツ教室への参加を支援します。 

 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 2．体育関係団体・指導者の育成                              

＜目指す姿＞ 

体育関係団体・指導者が育成され、地域でのスポーツ活動が活発になります。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

スポーツ団体数（総合型地域スポー

ツクラブを含む） 
49団体 50団体 

地域で安心してスポーツを楽し
める環境づくりを行い、成果の維
持向上を目指します。 

体育関係団体の指導者数 123人 126人 

スポーツ団体の減少や統合を踏
まえ指導者の育成を行い、成果
向上を目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○総合型地域スポーツクラブの設置や市民大会、さんむスポーツフェスタなどスポーツに

親しむ環境づくりを推進しています。 

○スポーツ振興や競技力の向上を図るため、各種団体の支援を行っています。 

○指導者の育成支援などスポーツの普及発展に向けた検討を行う必要があります。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［スポーツ関係団体の育成及び支援］ ~スポーツ振興課～ 

ア） 各種スポーツ団体の育成・支援を行います。 

 

  方向性②［スポーツ指導者の育成］ ~スポーツ振興課～ 

     ア）スポーツ指導者の養成・資質向上を図り、有効活用を推進します。 

 

 方向性③［スポーツ活動への支援］ ~スポーツ振興課～ 

ア）スポーツ活動の振興と活性化を図ります。 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 3．体育施設の利用促進                                

＜目指す姿＞ 

市民の多くが体育施設を快適に利用することができます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

体育施設の利用者数 138,482人 141,250人 
施設利用者の利便性向上を図
ります。 

体育施設の修繕件数 

（不具合による支障件数） 
0 件 0 件 

計画的な点検や維持修繕を行
い、成果維持を目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○公共スポーツ施設については、施設の空き状況等により当日受付を実施し利用者の利便

性の向上及び効率的な施設利用に努めています。 

○学校体育施設については、半年ごとに利用団体による調整会議を開催し、効率的な施設

利用に努めています。 

○スポーツ施設については、安心・安全に利用できるよう計画的な改修や整備を行い、利

便性の向上に努めます。 

○利用率の低い公共スポーツ施設のあり方を検討する必要があります。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［公共スポーツ施設の有効活用の促進］ ~スポーツ振興課～ 

ア） 多様化するスポーツニーズに応えるため、公共スポーツ施設の利便性の向上と有効

活用を図ります。 

 

 方向性②［学校体育施設の有効活用の促進］ ~スポーツ振興課～ 

ア）スポーツに親しめる身近な場所として、市内小中学校の体育施設開放事業の充 

実を図ります。 

 

 方向性③［公共スポーツ施設の整備］ ~スポーツ振興課、施設整備課～ 

ア）市民が安心・安全に使用できる公共スポーツ施設の整備を行います。 

イ）施設の老朽化や活用状況を勘案しながら、集約化を含めた効率的な施設のあり 

  方を検討します。 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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【施策４】子育ての支援 

 

 

 

安心して産む・育む等の子育て環境が整っているまちになっています。 

 

 

 

 

 

  
 

 共働きやひとり親家庭の増加に伴い、子

育て支援のニーズが多様化しています。

また、未満児（3 歳児未満）の保育の需

要が増加しています。市では認定こども

園化を推進するとともに、多様な保育

サービスへの体制づくりに努める必要が

あります。 

 

 子育てについての相談機関として「子育

て世代包括支援センター」、「子育て支

援センター」等、相談機関の体制づくり

を行っています。 

 

 市では、子どもの医療費助成の対象年齢

を拡大しており、引き続き保護者の経済

的な負担軽減を図っていく必要がありま

す。 

 

 学童クラブは、利用者の増加に伴い小学

校の余裕教室確保が課題となります。また、新・放課後子ども総合プランにより学童クラ

ブと放課後子ども教室を一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対策が課題とな

ります。 

 

 若い世代を中心に、結婚・出産・子育ての希望が叶えられる環境づくりが必要になってい

ます。 

 

 

 施策の

成果指標 

 施策の

基本方針

（環境変

化と課

題） 

 施策の

めざす姿 

指標名 
現状値 

（令和元年度） 

Ｒ5 年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

子育てが幸せ、楽しいと思う乳幼

児の保護者の割合 
92.3％  92.3％  

関係各課で連携し子育てに対す

る保護者の不安軽減を目指しま

す。 この地域で子育てをしたいと感じ

る乳幼児の保護者の割合 
89.2％  89.2％  

 

□ 施策のめざす姿 

□ 施策の成果指標 

□ 施策の基本方針（環境変化と課題） 
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 基本事業 1．幼保機能の充実                                   

＜目指す姿＞ 

幼児教育を受ける機会の拡充と保育サービスにより、子どもを預け、働くことができま

す。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

幼稚園・保育所・こども園の利用定

員充足率 
87.9％ 85.0％  

安定した園運営と、年度途中で
の入園希望者に対応するための
適切な定員充足率を維持しま
す。 

就学前教育・保育に関する保護者の

満足度 
94.6％ 97.0％  

現状が高い水準にあるため、
97.0％を目標値として、成果の
維持向上を目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○幼児教育・保育の充実に向けて、教育・保育要領に基づいたカリキュラムを実施してい

ます。 

 ○今後少子化により入園希望者が減少することが見込まれるため利用定員についての検討

が必要です。 

○こども園・幼稚園と小学校とのなめらかな接続を図るために、情報交換会や相互授業参

観、交流会などの連携事業を実施しています。 

○園児が身近な人々と交流し伝統行事や栽培活動に触れて、地域に親しみを感じられるよ

うな活動を支援しています。 

○こども園・幼稚園職員の各種研修会を通して、質の高い教育・保育の提供を目指してい

くことが必要です。 

○円滑な接続のために、こども園・幼稚園と小学校の互いの活動を理解し、連携をさらに

進める必要があります。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［学びに向かう力を培う活動の推進］ ~子ども教育課、子育て支援課～ 

    ア）園児が感じたり、気付いたり、分かったり、できるようになったりする園での多様な活

動を支援します。 

イ）こども園・幼稚園と小学校の連携を推進します。 

 

 方向性②［異文化理解やコミュニケーション能力の基礎を培う活動の推進］ ~子育て支援課～ 

ア）ＡＬＴとの外国語（英語）活動を積極的に推進します。 

    

 方向性③［安心感や信頼感をもって取り組むことのできる体験活動の推進］~子育て支援課～ 

    ア）地域の身近な人と触れ合う体験活動に取り組むため、地域人材の活用を支援します。 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 方向性④［道徳性や規範意識の芽生えの醸成］ ~子育て支援課～ 

ア）自分の行動を振り返ったり、友だちの気持ちに共感したりすることのできる園活動 

を充実します。 

 

 方向性⑤［教育・保育環境の整備］ ~施設整備課、子育て支援課～ 

ア）教育・保育環境の向上に係る工事等を実施します。 

 

 方向性⑥［安全で安心な園づくり］ ~子育て支援課～ 

ア）園児の安全確保に関する取組を推進します。 

イ）家庭・地域と連携した取組を推進します。 

 

 方向性⑦［特色あるこども園・幼稚園づくりの推進］ ~子育て支援課～ 

ア）園経営の充実と改善を図ります。 

 

 方向性⑧［職員の資質・能力の向上、園務の効率化］ ~子育て支援課～ 

ア）職能・歳児別の研修の充実を図ります。 

イ）適正な人事評価を推進します。 

 

 方向性⑨［開かれた園づくりの推進］ ~子育て支援課～ 

ア）家庭や地域に園での活動を積極的に発信します。 

イ）地域・外部人材の活用を推進します。 

 

 方向性⑩［こども園整備の推進］ ~施設整備課、子育て支援課～ 

ア）こども園整備に向けて協議を推進します。 
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 基本事業 2．こどもの人権の尊重                                   

＜目指す姿＞ 

地域住民も関心を持ち、子どもたちの人権が守られます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

児童虐待通告件数 71件 －件 
地域や関係機関と連携を図り、
児童虐待の早期発見・早期対
応をすることを目指します。 

児童に関する措置件数 2件 －件 
関係機関と連携を図り、児童虐
待の早期対応・早期解決を目
指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○児童虐待問題については、相談・報告が増加傾向にあり、全国や千葉県内を見ても大き

な社会問題となっています。虐待に対する関心や意識の低さが課題になっています。 

○虐待については、早期発見・早期支援に対応できるように、園・学校内での体制整備と

各種関係機関との連携を密に行う必要があります。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［子どもの人権教育の推進］ ~子ども教育課、子育て支援課～ 

ア）誰もが、心豊かで、幸せな生活ができるよう人権教育を推進します。 

 

 方向性②［児童虐待防止対策の推進］ ~子ども教育課、子育て支援課、健康支援課～ 

ア）家庭児童相談室を設置し、個別相談等への対応や関係機関との連携による児童虐

待防止対策を図ります。 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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 基本事業 3．学童保育の充実                                   

＜目指す姿＞ 

放課後の児童の安全を確保し、適切な遊びや、生活の場を与えることにより、保護者が

安心して働けます。 

 

＜成果指標＞ 

指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

学童クラブの定員充足率 80.9％  85.0％  

小学校区の利用者の実情に
あった定員の見直し等により、成
果の維持向上を目指します。 

 

＜現状と課題＞ 

○学童クラブは、各小学校区に設置されており６年生までを対象としていますが低学年の

利用が主になっています。 

○学童クラブは、共働き家庭等の児童数の増加が見込まれ、小学校区毎に必要な機能の確

保が不可欠な状況となっています。 

○新・放課後子ども総合プランにより、学童クラブと放課後子ども教室を一体的あるいは

連携して実施する総合的な放課後対策を行っていく必要があります。 

 

＜取組方向性＞ 

 方向性①［学童クラブの確保］ ~子ども教育課～ 

ア）放課後の安全を確保し、適切な遊び及び生活の場を与えることにより、児童の健

全な育成を図ります。 

 

 方向性②［新・放課後子ども総合プランの推進］ ~子ども教育課～ 

ア）放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携・一体化による、放課後の子どもの

居場所づくりの充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本事

業と取組

方向性 

□ 基本事業と取組方向性 
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第４章 計画の推進にあたって 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



40 

 

 

市民一体となって取り組む体制づくり 

 ここでは、第２次教育振興基本計画の推進に向けて、求められる視点や取り組みに

ついて整理しました。 

 

 

１ これからの教育行政 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され、教育委員会は、今まで以上に住

民に開かれた教育行政を推進することが求められます。本市では、開かれた教育委員会を

目指し情報公開に取り組んでいきます。 

 また、ますます国際化、グローバル化の進む社会になっていきます。異文化、外国人と

の接点も多くなり、情報化社会の進展とともにさまざまな価値観が多様化してくることが

想定されます。 

 その様な社会の中でたくましく生き抜いていくためには、幼少期からの体系的な教育が

必要となります。 

 幼少期からの人としての生き方や夢について考えることにより、自らの人生を充実した

ものとし、また、社会に自立的に参画し、相互に支え合いながら、社会の一員として地域

に貢献できる力を養うことが山武市教育の基本と考えます。 

 

２ 多様な主体との連携と協働 

 本計画の推進にあたっては、学校や家庭、地域、関係団体と行政が、基本的な考え方を

共有し連携、協働を図りながら、社会全体で教育を支える仕組みをつくることが重要です。 

 このため、行政が教育への支援や活動の推進役を担うとともに、家庭や地域、学校、関

係団体と連携を図りながら、各種教育施策を推進していきます。 

 

３ 教育投資の充実 

 現在、少子高齢化の急速な進展や生産年齢人口の減少等、深刻な人口減少が起こってい

ます。 

 こうした状況の下で、魅力あるまちを作っていくためには、市政発展の基盤である人づ

くり、それを担う教育に力を注ぐことが必要です。 

 一方、本市の財政状況は、引き続き厳しい状況にあり、当面はこのような状況が続くこ

とが予想されます。予算の効率的、効果的な活用に十分留意するとともに、市民の理解を

得ながら、この計画の実現に必要な予算の確保に努め、教育投資の充実を図ります。 
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４ 計画の進捗管理 

本計画に掲載した各施策を効果的かつ確実に推進するためには、定期的に進捗状況や効

果等の進行管理を行う必要があります。 

具体的な取り組みの進捗状況については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に

基づき、年度ごとに教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及

び評価(以下、「教育点検評価」という)を実施し、計画の進行管理を行っていきます。 

また、その結果について市議会に提出するとともに、市民に公表し説明責任を果たして

いきます。  

第２期計画に掲げた施策を推進するため基本事業の実施状況を数値化し以下の指標を設定し

ます。各指標の達成状況を踏まえ、それぞれの基本事業・取組の課題を分析し、その後の取組

の方向性について検討します。 

 

【施策１】学校教育の充実 

基本事業 指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

１｢確かな学力｣の向

上と｢活きた学力｣の

推進 

 

学力の向上が見られる児童

の割合 

59.7％ 

（平成 30年度） 
60.0％  児童・生徒一人ひとりのニー

ズに対応した、学習環境を
整え、学力の向上を目指し
ます。 

学力の向上が見られる生徒

の割合 

51.5％ 

（平成 30年度）

度） 

56.0％  

中学校卒業時に英語検定 3

級以上を取得している生徒の

割合 

35.0％ 50.0％  

英語検定の受検料等の補
助を通じて、中学３年生の
３級以上の取得を目指しま
す。 

２「健やかな体」の育

成 
生活習慣の改善に努めた生

徒の割合 
28.7％ 30.0％  

健康診断で要指導等と判
定された生徒に対し、改善を
促すことで、健康な体づくりの
向上を目指します。 

朝食を毎日食べている児童・

生徒の割合 
78.5％ 85.0％  

食育の推進に努め、家庭と
連携し、朝食の摂取率の向
上を目指します。 

３「豊かな心」を育む 
不登校児童の割合 0.51％ 0.45％  魅力ある学校づくりに努め不

登校児童・生徒の出現率の
減少を目指します。 

不登校生徒の割合 4.23％ 3.73％  

道徳性、規律性がある児童・

生徒の割合 
93.7％ 97.0％  

「特別な教科道徳」を充実
させ、道徳性・規律性の意
識の向上を目指します。 

４ICT教育の実践 
ICT機器の活用により学習

意欲に向上が見られた児童

の割合 

50.5％ 60.0％  
ICT機器を活用した授業を
推進することで、学習意欲の
向上を目指します。 ICT機器の活用により学習

意欲に向上が見られた生徒

の割合 

38.1％ 50.0％  
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授業に ICT機器を積極的に

活用した教職員の割合 
46.9％ 70.0％  

半数以上の教員が週１回
以上 ICT を使用することを
目指します。 

５教育環境の整備 

学校施設・給食施設の不具

合による学校生活支障件数 
0件 0件  

事故を発生させないことを目
指します。 

複式学級（小学校）及び

単学級（中学校）の出現

数 

1校 0校  

児童・生徒の減少に対応し
た教育環境の整備を推進す
ることにより、成果の向上を
目指します。 

６地域と学校の協力

体制の推進 学校教育活動に協力した市

民数 
503人 600人  

地域の人材を活用し、学校
教育活動の充実に努めま
す。 

コミュニティ・スクール導入学校

数 
2校 5校  

統合校にコミュニティ・スクー
ルを設置していきます。 

【施策２】生涯学習の推進 

基本事業 指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

1 主体的な学習の

推進 市主催の生涯学習講座の年

間参加者数 
3,056人 2,000人  

市主催講座開催数の減少
が見込まれる中、市民ニーズ
をとらえた講座を開設し、生
涯学習に取り組むきっかけを
つくります。 

自主クラブ登録数 120 グループ 127 グループ  

自主クラブ発足につながる、
新たな講座の開設・情報提
供を行い、主体的な学習活
動の活発化につなげます。 

２ 生涯学習施設の

利用促進 

生涯学習施設の利用者数 294,243 人 
294,300人 

  

市主催事業数の減少が見
込まれる中、施設の適正管
理等による開館日数の確保
などにより、一人でも多くの人
が生涯学習活動をできるよ
う、活動の場の確保に努めま
す。 

３ 文化財の保護・

活用 
市民が認識している市内文

化財数 

（全 14 項目） 

9.42項目 9.50項目  

歴史講座等を開催し、市内
にある国・県・市が指定する
文化財の周知に努めます。 

文化財を活用した事業・施

設への参加者・入館者数 
4,911人 9,900人  

文化財・歴史資料の展示等
に工夫しつつ、体験事業の
充実を図り、利用者の拡大
に努めます。 

４ 芸術文化活動の

充実 芸術文化の鑑賞の機会が充

足していると思う市民の割合 
69.2％ 69.2％   

市主催事業数の減少が見
込まれる中、事業一つ一つ
の質の向上を図ることで、例
年に近い充足度の確保に努
めます。 
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市主催の芸術文化事業への

参加者数 
5,594人 5,600人  

市主催事業数の減少が見
込まれる中、事業一つ一つ
の質の向上を図ることで、例
年同様の参加者数の維持
に努めます。 

芸術文化活動・発表等の機

会が充足していると思う市民

の割合 

34.3％ 42.5％  

主催・共催事業等を通じ
て、芸術文化活動・発表等
の機会の充実を図り、成果
向上を目指します。 

５ 青少年の育成 
青少年育成事業・体験学習

への児童・生徒参加者数 
3,168人 3,200人  

少子化が進行する中、行事
等の内容を工夫し、参加者
の確保に努めます。 

海外派遣事業応募者数 15人 28人  

グローバル社会が到来する
中、世界に目を向けた青少
年の育成に努めます。 

 
【施策３】スポーツの振興 

基本事業 指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

１ スポーツ活動の充

実 
スポーツ大会・教室へ参加し

た市民の割合 
10.1％ 14.6％  

情報発信を積極的に行い、
成果向上を目指します。 

スポーツ大会・教室の機会の

充足度 
69.0％ 70.0％  

多様な参加ができる取組を
推進し、成果向上を目指し
ます。 

２ 体育関係団体・

指導者の育成 
スポーツ団体数（総合型地

域スポーツクラブを含む） 
49団体 50団体 

地域で安心してスポーツを楽
しめる環境づくりを行い、成
果の維持向上を目指しま
す。 

体育関係団体の指導者数 123人 126人  

スポーツ団体の減少や統合
を踏まえ指導者の育成を行
い、成果向上を目指します。 

３ 体育施設の利用

促進 体育施設の利用者数 138,482 人 141,250人 
施設利用者の利便性向上
を図ります。 

体育施設の修繕件数 

（不具合による支障件数） 
0 件 0 件 

計画的な点検や維持修繕
を行い、成果維持を目指し
ます。 

 
【施策４】子育て支援 

基本事業 指標名称 
現状値 

（令和元年度） 

令和 5年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

１ 幼保機能の充実 

幼稚園・保育所・こども園の

利用定員充足率 
87.9％ 85.0％  

安定した園運営と、年度途
中での入園希望者に対応す
るための適切な定員充足率
を維持します。 

就学前教育・保育に関する

保護者の満足度 
94.6％ 97.0％  

現状が高い水準にあるため、
97.0％を目標値として、成
果の維持向上を目指しま
す。 
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２ こどもの人権の尊

重 
児童虐待通告件数 71件 －件 

地域や関係機関と連携を図
り、児童虐待の早期発見・
早期対応をすることを目指し
ます。 

児童に関する措置件数 2件 －件 
関係機関と連携を図り、児
童虐待の早期対応・早期解
決を目指します。 

３ 学童保育の充実 

学童クラブの定員充足率 80.9％  85.0％  

小学校区の利用者の実情
にあった定員の見直し等によ
り、成果の維持向上を目指
します。 

 

【参考：山武市総合計画指標】 

【施策１】学校教育の充実 

基本事業 指標名称 
現状値 

（平成 29 年度） 

令和４年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

１｢確かな学力｣の向

上と｢活きた学力｣の

推進 

 

学力の向上が見られる児童

の割合 
57.5％ 60.0％  児童・生徒一人ひとりのニー

ズに対応した、学習環境を
整え、学力の向上を目指し
ます。 

学力の向上が見られる生徒

の割合 
54.4％ 56.0％  

中学校卒業時に英語検定 3

級以上を取得している生徒の

割合 

36.1％ 50.0％  

英語検定の受検料等の補
助を通じて、中学３年生の
３級以上の取得を目指しま
す。 

２「健やかな体」の育

成 
生活習慣の改善に努めた生

徒の割合 
23.1％ 30.0％  

健康診断で要指導等と判
定された生徒に対し、改善を
促すことで、健康な体づくりの
向上を目指します。 

朝食を毎日食べている児童・

生徒の割合 
82.8％ 85.0％  

食育の推進に努め、家庭と
連携し、朝食の摂取率の向
上を目指します。 

３「豊かな心」を育む 
不登校児童の割合 0.61％ 0.45％  魅力ある学校づくりに努め不

登校児童・生徒の出現率の
減少を目指します。 

不登校生徒の割合 4.23％ 3.73％  

道徳性、規律性がある児童・

生徒の割合 
92.2％ 97.0％  

「特別な教科道徳」を充実
させ、道徳性・規律性の意
識の向上を目指します。 

４ICT教育の実践 
ICT機器の活用により学習

意欲に向上が見られた児童

の割合 

56.7％ 60.0％  
ICT機器を活用した授業を
推進することで、学習意欲の
向上を目指します。 ICT機器の活用により学習

意欲に向上が見られた生徒

の割合 

38.8％ 45.0％  



45 

 

授業に ICT機器を積極的に

活用した教職員の割合 
37.7％ 50.0％  

半数以上の教員が週１回
以上 ICT を使用することを
目指します。 

５教育環境の整備 

学校施設・給食施設の不具

合による学校生活支障件数 
0件 0件  

事故を発生させないことを目
指します。 

複式学級（小学校）及び

単学級（中学校）の出現

数 

2校 0校  

児童・生徒の減少に対応し
た教育環境の整備を推進す
ることにより、成果の向上を
目指します。 

６地域と学校の協力

体制の推進 学校教育活動に協力した市

民数 
533人 600人  

地域の人材を活用し、学校
教育活動の充実に努めま
す。 

コミュニティ・スクール導入学校

数 
0校 3校  

統合校にコミュニティ・スクー
ルを設置していきます。 

【施策２】生涯学習の推進 

基本事業 指標名称 
現状値 

（平成 29 年度） 

令和４年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

1 主体的な学習の

推進 市主催の生涯学習講座の年

間参加者数 
3,899人 4,288人  

市民のニーズに即した講座の
見直し等により、特色ある講
座開設による新たな参加者
確保に努めます。 

自主クラブ登録数 122 グループ 127 グループ  

自主クラブ発足につながる、
新たな講座の開設・情報提
供を行い、主体的な学習活
動の活発化につなげます。 

２ 生涯学習施設の

利用促進 
生涯学習施設の利用者数 338,515人 326,900人  

施設の適正管理とあわせ、
年齢層や施設に応じたプロ
グラムの構築を行い、利用者
数の確保に努めます。 

３ 文化財の保護・

活用 
市民が認識している市内文

化財数 

（全 14 項目） 

7.25項目 7.80項目  

歴史講座等を開催し、市内
にある国・県・市が指定する
文化財の周知に努めます。 

文化財を活用した事業・施

設への参加者・入館者数 
9,542人 10,000人  

文化財・歴史資料の展示等
に工夫しつつ、体験事業の
充実を図り、利用者の拡大
に努めます。 

４ 芸術文化活動の

充実 芸術文化の鑑賞の機会が充

足していると思う市民の割合 
62.3％ 66.0％  

市民のニーズを捉えた事業を
行うとともに、身近な芸術鑑
賞の場として認知されるよう
努めます。 
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市主催の芸術文化事業への

参加者数 
10,010人 10,000人  

参加型事業の拡充等、事
業の形態を広げることで、新
たな参加者の確保に努めま
す。 

芸術文化活動・発表等の機

会が充足していると思う市民

の割合 

42.5％ 47.5％  

主催・共催事業等を通じ
て、芸術文化活動・発表等
の機会の充実を図り、成果
向上を目指します。 

５ 青少年の育成 
青少年育成事業・体験学習

への児童・生徒参加者数 
4,102人 3,482人  

少子化が進行する中、行事
等の内容を工夫し、参加者
の確保に努めます。 

海外派遣事業応募者数 28人 35人  

グローバル社会が到来する
中、世界に目を向けた青少
年の育成に努めます。 

 
【施策３】スポーツの振興 

基本事業 指標名称 
現状値 

（平成 29 年度） 

令和４年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

１ スポーツ活動の充

実 
スポーツ大会・教室へ参加し

た市民の割合 
14.4％ 14.6％  

情報発信を積極的に行い、
成果向上を目指します。 

スポーツ大会・教室の機会の

充足度 
63.7％ 66.2％  

多様な参加ができる取組を
推進し、成果向上を目指し
ます。 

２ 体育関係団体・

指導者の育成 
スポーツ団体数（総合型地

域スポーツクラブを含む） 
49団体 50団体 

地域で安心してスポーツを楽
しめる環境づくりを行い、成
果の維持向上を目指しま
す。 

体育関係団体の指導者数 133人 135人  

スポーツ団体の減少や統合
を踏まえ指導者の育成を行
い、成果向上を目指します。 

３ 体育施設の利用

促進 体育施設の利用者数 144,471 人 148,122人 
施設利用者の利便性向上
を図ります。 

体育施設の修繕件数 

（不具合による支障件数） 
0 件 0 件 

計画的な点検や維持修繕
を行い、成果維持を目指し
ます。 

 
【施策４】子育て支援 

基本事業 指標名称 
現状値 

（平成 29 年度） 

令和４年度 
めざそう値 

成果指標の方向性 

１ 幼保機能の充実 

幼稚園・保育所・こども園の

利用定員充足率 
85.1％ 85.0％  

安定した園運営及び実状に
合った定員の見直し等により
成果の維持向上を目指しま
す。 

就学前教育・保育に関する

保護者の満足度 
96.9％ 97.0％  

現状が高い水準にあるため、
97.0％を目標値として、成
果の維持向上を目指しま
す。 
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２ こどもの人権の尊

重 
児童虐待通告件数 62件 －件 

地域や関係機関と連携を図
り、児童虐待の早期発見・
早期対応をすることを目指し
ます。 

児童に関する措置件数 4件 －件 
関係機関と連携を図り、児
童虐待の早期対応・早期解
決を目指します。 

３ 学童保育の充実 

学童クラブの定員充足率 83.8％  83.8％  

小学校区の利用者の実情
にあった定員の見直し等によ
り、成果の維持向上を目指
します。 

 

 


